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競争ルールの検証に関するＷＧ（第５１回） 

 

１ 日時 令和６年１月２９日（月）１０：０１～１０：５７  

２ 開催形式 Ｗｅｂ会議 

３ 出席者 

○構成員 

新美主査、相田主査代理、大谷構成員、北構成員、佐藤構成員、関口構成員、 

長田構成員、西村（暢）構成員、西村（真）構成員 

○オブザーバー 

塚本公正取引委員会事務総局経済取引局調整課課長補佐 

○総務省 

今川総合通信基盤局長、木村電気通信事業部長、渋谷総務課長、井上料金サービス課長、

安西消費者契約適正化推進室長、古田料金サービス課課長補佐 

４ 議事 

【新美主査】  それでは皆さん、おはようございます。今日もお忙しいところお集まりい

ただきまして、ありがとうございます。それでは、ただいまから、競争ルールの検証に関す

るワーキンググループ、第５１回を開催したいと存じます。 

 本日は大橋構成員から、御都合のため出席できないとの御連絡をいただいております。 

 では、議事に入ります前に、事務局から連絡事項の説明をいただきたいと思います。どう

ぞよろしくお願いします。 

【事務局】  事務局から御連絡いたします。本日もオンライン会議での開催に御協力いた

だき、誠にありがとうございます。これまでの会合同様、御発言を希望される際には、チャ

ット欄にその旨を書き込んでいただきますよう、お願いいたします。それを見て、主査から

発言者を御指名いただく方式で進めさせていただきます。なお、チャット欄は構成員、オブ

ザーバーの皆様からは御覧いただけますが、傍聴者の皆様からは、これまでどおり、見えま

せん。 

 御発言に当たっては、皆様が発言者を把握できるよう、お名前を冒頭に言及いただきます

よう、お願いいたします。また、発言時以外はマイクをミュートにしていただきますよう、

お願いいたします。音声がつながらなくなった場合にも、チャット機能を御活用いただけれ

ばと思います。以上でございます。 
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【新美主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは早速、議事に入りたいと思います。本日は、今後の検討の進め方について事務局

から説明をいただいた後、意見交換を行いたいと考えています。それでは事務局から、資料

に基づいて御説明、よろしくお願いいたします。 

【古田料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。本日の資料は、資料５１－１と

参考資料がございます。参考資料は第４９回、第５０回会合の追加質問への回答となってお

りますので、適宜御参照ください。 

 それでは、資料５１－１に基づき、今後の検討の進め方を御説明します。１ページ目を御

覧ください。目次でございます。１１月７日公表のモバイル市場競争促進プラン等を踏まえ、

これまで議論やヒアリングを３回実施しておりますので、１でその主な意見をまとめてい

るところでございます。その上で、２で今後の検討の進め方をまとめております。 

 ３ページ目から１６ページ目までは、これまでの主な意見を取りまとめたものでござい

ます。説明は割愛させていただきますので、御参照ください。 

 それでは、ページ飛びまして、１７ページ目を御覧ください。今後の検討の進め方のうち、

ネットワーク利用制限についてでございます。１８ページ目を御覧ください。ネットワーク

利用制限についてです。ネットワーク利用制限とは債務不履行の端末、盗難等の犯罪行為で

入手された端末、不正契約で入手された端末、補償サービスにより補償対象となった旧端末

に該当する端末について、キャリア側で通信や通話の利用を制限するものであり、キャリア

の自主的な取組として実施しているものでございます。 

 １９ページ目を御覧ください。ＲＭＪが中古端末事業者に実施したアンケート調査によ

れば、ネットワーク利用制限の在り方が最も大きな課題として挙げられており、中古端末市

場の発展の大きな阻害要因とされております。特に、債務不履行の端末が問題とされている

ということでございます。中古端末に対しネットワーク利用制限が行われた場合は、中古端

末事業者から購入した新たな所有者が通信料金を適切に支払っていたとしても、前の所有

者の瑕疵により通信通話ができなくなることがあります。 

 ２１ページ目を御覧ください。端末の所有権等に関してまとめております。分割支払中の

端末であっても、端末を割賦販売契約した場合、キャリアの契約約款により、端末の所有権

を端末の引渡し時に購入者に移転しておりますので、その端末を中古端末事業者に販売す

ることは、法令の制限内においては問題になりません。当該中古端末を新たに購入した人は、

端末を使用する権利を有しているところでございます。ただ、ネットワーク利用制限と所有
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権に関する過去の裁判例がございますが、端末を購入しても別途通信契約を結ばないと通

信契約はできないため、通信の利用を制限するネットワーク利用制限が端末の所有権を侵

害しているとは言えないと判決された事例はございます。競争ＷＧでは、このような所有権

とは別に、電気通信事業法の観点を中心に、別途議論する必要があると思っているところで

ございます。 

 ２２ページ目は２１ページ目の参考でございます。 

 ２３ページ目を御覧ください。中古端末に対するネットワーク利用制限の件数です。ＲＭ

Ｊが中古端末事業者に実施したアンケート調査によれば、中古端末に対し年間約６,９００

件のネットワーク利用制限が実施されているとのことでございます。なお、当該調査の有効

回答は１９社のうち１６社でございまして、大手小売業者から回答が得られなかったケー

スもあるため、実際のネットワーク利用制限の件数はアンケート調査の数字を上回る見込

みだと考えられます。また、下のグラフを御覧いただければと思いますが、中古端末の販売

台数は、昔は非常に少なかったですが、増加している状況でございます。今後、ネットワー

ク利用制限により、中古端末利用者が通信料金を適切に払っているにも関わらず、前の所有

者の瑕疵により、唐突に通信・通話の利用ができなくなるケースが増加する可能性がござい

ます。 

 ２４ページ目を御覧ください。ネットワーク利用制限の有効性についてでございます。ネ

ットワーク利用制限は、制限を実施したキャリアのネットワークを利用できなくするもの

であり、他キャリアのネットワークは利用可能ですし、また、海外キャリアでも利用できま

す。この点、他キャリアのネットワークを利用させないＳＩＭロック端末が前提だった時代

では、ネットワーク利用制限とＳＩＭロックを組み合わせることにより、ネットワーク利用

制限が実施された端末の利用を防ぐことが可能でした。 

 他方、２０２１年のＳＩＭロックガイドラインの改正により、ＳＩＭロックは２０２３年

１０月１日以降、完全に廃止されたところでございます。このため、ＳＩＭロックが完全廃

止となった現在においては、ネットワーク利用制限が実施された端末であっても、国内の他

キャリアや海外であれば利用することが可能でありますので、ネットワーク利用制限によ

り端末の利用を防ぐことは、従来と比較すると困難になっているとも考えられます。 

 ２５ページ目を御覧ください。電気通信事業法の御紹介でございます。電気通信事業法で

は電気通信事業者等の業務の方法等が不適切に行われていると認めるときは、利用者の利

益や公共の利益を確保するために、業務改善命令を行うことができます。例えば、電気通信
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役務の提供条件が電気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものであるときに、業

務改善命令を行うことが可能でございます。また、事業の運営が適正かつ合理的でないため、

電気通信の健全な発達、または国民の利便の確保に支障が生じるおそれがあるときに、業務

改善命令を行うことが可能であるとされているところでございます。 

 ２６ページ目を御覧ください。ネットワーク利用制限に関する今後の検討の方向性でご

ざいます。ネットワーク利用制限は中古端末を購入した者が通信料金を適切に支払ってい

た場合であっても、中古端末の元の所有者の瑕疵により通話・通信が利用できなくなるもの

でございます。通話・通信が国民生活に必要不可欠なものであることを踏まえれば、利用者

の利益等を確保するため、ネットワーク利用制限が許されるケースは極力限定することが

必要であると考えられます。このため、ネットワーク利用制限の必要性について検討を行い、

当該手段が最小限の手段と認められるかどうかを検討する必要があります。以上のことか

ら、実際に実施しているキャリアに対し、必要性や他の手段での代替可能性等をヒアリング

することとしているところでございます。ヒアリング項目は①から⑤を考えているところ

でございます。 

 続きまして、２７ページ目を御覧ください。端末の下取りサービスについてでございます。 

 ２８ページ目を御覧ください。キャリア４社の端末下取りサービスでは、ホームページ上

で良品の場合、良品でない場合の下取り金額や査定基準を公表しているところでございま

す。一方、郵送で端末下取りを行う場合、キャリアの査定の結果、利用者の想定と異なり良

品でない場合と査定され、安い金額で下取りを行うこととなっても、キャンセルできない運

用となっているところでございます。店頭で査定する場合はキャンセル可能でありますし、

キャリアは別途下取り不可の基準も公開しており、当該基準に該当する端末が郵送で送ら

れてきた場合は、郵送で端末を返却する運用としているところでございます。 

 また、利用者は良品に該当すると判断していたが、キャリアの査定の結果良品でないと査

定されているケースは、存在しているところでございます。他方、第５０回の競争ＷＧでの

ＲＭＪの回答によれば、中古端末事業者によっては、郵送の場合でも、査定の結果、利用者

の想定と異なる査定となった場合はキャンセルできる運用としているとのことでございま

した。 

 ２９ページ目を御覧ください。端末下取りサービスの今後の検討の方向性についてです。

キャリアは査定基準等を公表しておりますが、端末買取り額に関し、利用者の認識と査定結

果に齟齬が生じているケースは存在していること、他の中古端末事業者ではこのような場
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合にキャンセルできる運用をしていることを踏まえれば、利用者視点に立てば、郵送の場合

であったとしても、キャリア４社も、齟齬が生じた場合はキャンセル可能とすることが望ま

しいと考えられます。 

 このため、キャリアに対し、これまでの競争ＷＧでの議論を踏まえ、運用の改善等を行う

予定があるのか等について、ヒアリングを行うこととします。なお、運用の改善等を行う予

定があるキャリアに対しては進捗を確認していくこととし、運用の改善を行う予定がない

キャリアに対しては、当該キャリアに対し更なる詳細なヒアリングを行うことを検討して

いくと考えております。ヒアリング項目案は①、②を考えております。 

 続きまして、３０ページ目を御覧ください。不良在庫端末特例についてでございます。 

 ３１ページ目を御覧ください。端末割引上限規制に関し、令和５年省令改正の概要でござ

います。１円端末販売等につながる過度な割引を規制し、転売ヤー等を防止するため、割引

額の上限を２万円から原則４万円にするとともに、白ロム割を規制対象としているところ

でございます。 

 ３２ページ目を御覧ください。端末割引上限規制には不良在庫に関する割引上限の特例

が適用されます。具体的には、製造が中止されてない端末については、最終調達日から２４

か月経過した場合、対照価格の半額、製造が中止された端末については、最終調達日から１

２か月経過した場合、対照価格の半額、２４か月経過した場合は、対照価格の８割となって

おります。端末割引の基点となる端末の価格は、最終調達価格以上である必要があるところ、

例えば製造が中止された端末については新たに調達を行うことが困難になるため、最終調

達価格は変わらず、経年によって端末の市場価格が低下しても対照価格は変わらないこと

となります。 

 ３３ページ目を御覧ください。不良在庫端末特例に関する今後の検討の方向性です。現行

の特例では、端末が経年により市場価値が低下しているにもかかわらず、端末の販売価格を

低下させることができないため、市場価値に合わせることができないことや、また、在庫を

処分させることが困難になっている状況であること等を踏まえれば、特例の見直しを検討

することは一定の妥当性があると考えられます。このため、不良在庫端末特例の見直しにつ

いて、キャリア、販売代理店に対しヒアリングを行うこととします。ヒアリング項目案は①、

②を考えております。 

 ３４ページ目を御覧ください。ミリ波対応端末に関してでございます。 

 ３５ページ目を御覧ください。移動通信システムは約１０年ごとに進化を続け、携帯電話



 -6- 

の利用ニーズもコミュニケーション手段から生活基盤、あらゆる産業・社会活動の基盤へと

拡大を続けております。 

 ３６ページ目を御覧ください。移動通信トラヒックが急増しており、直近１０年間で約１

５.４倍になっております。また、５Ｇサービス開始から約３年間で約１.８倍に増加してい

るところでございます。 

 ３７ページ目を御覧ください。クアルコムジャパンの発表資料によれば、米国では２０２

５年、通信トラヒックはＳｕｂ６のみで賄えるキャパシティを超える予想がされていると

のことでございます。 

 ３８ページから４０ページ目は、５Ｇビジネスデザインワーキンググループの報告書か

ら抜粋したものでございます。 

 ３８ページ目を御覧ください。報告書では、５Ｇが果たす役割は大きいが、インフラ整備、

機器・端末、ユースケースが、それぞれ鶏と卵の関係となっている。特にこの関係はミリ波

等の高い周波数において傾向が顕著である。今後も大幅な増加が見込まれるトラヒックや、

将来的な新サービスに対応するためには、このような周波数帯の活用は必須であるとの指

摘も多いとされているところでございます。 

 ３９ページ目を御覧ください。報告書では、ミリ波の利用に係る動向について、増加を続

けるトラヒックへの対応、５Ｇの特徴を生かしたサービスを実現する観点から、広い帯域幅

を確保できるミリ波が果たす役割は大きいとされているところでございます。また、ホット

スポット等に戦略的にミリ波を置局することができれば、高い経済・エネルギー効率性でネ

ットワークを構築することが可能とし、また、各国の携帯電話事業者において今後注力する

周波数帯として、ミリ波の存在感が高まっているとされているところでございます。 

 ４０ページ目を御覧ください。報告書では５Ｇビジネス拡大の意義について、多くの国民

は５Ｇの特徴による利便性を実感できていない状況にあり、今後、２０２０年代後半にかけ

て、国民が５Ｇの利便性を実感できる形で社会に実装させていくことが重要とされている

ところでございます。また、ミリ波等の高い周波数帯については、今後一層注力すべき分野

であるともされているところでございます。 

 ４１ページ目を御覧ください。移動通信トラヒックが急増している状況を踏まえると、大

容量通信が重要となりますが、大容量通信の実現は主に周波数幅に依存するところでござ

います。周波数幅を広く確保するためには、高い周波数帯の活用が重要でありますが、割り

当てた周波数幅の半分以上はミリ波が占めている状況でございます。今後も増加が予想さ
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れるトラヒックや将来的な新サービスに対応し、電気通信事業が多種多様なサービスとし

てより良質なものとして提供されるためには、帯域幅の広いミリ波を含む周波数帯を活用

した、健全な競争の実現が重要です。 

 ４２、４３ページ目は５Ｇ端末の発売状況です。ミリ波対応端末の割合は約２割であり、

また、高価格端末、１０万円以上の割合は約９割となっているところでございます。 

 ４４ページ目を御覧ください。ミリ波対応端末の販売台数割合は約４.２％であり、ミリ

波対応端末が普及しているとは言い難い状況です。 

 ４５ページ目を御覧ください。現在の端末割引上限の算出方法についてでございます。端

末割引上限の設定については、平均的な利用者１人の通信料収入から得られることが期待

される利益の範囲内での利益提供を認めることとし、具体的には「ＡＲＰＵ×営業利益率×

端末の平均使用年数」で算出されております。 

 ４６ページ目を御覧ください。総務省が実施した利用者意識調査では、ミリ波対応端末ユ

ーザーのＡＲＰＵと利用者全体のＡＲＰＵを比較すると、約１.３２倍の差がありました。 

 ４７ページ目を御覧ください。ミリ波対応端末に対する今後の検討の方向性でございま

す。我が国の経済社会に５Ｇが果たす役割は大きいですが、特にミリ波では鶏と卵の関係と

なっており、十分進展しているとは言えない状況です。他方、今後も増加が予想されるトラ

ヒックや新サービスに対応し、電気通信事業が多種多様なサービスとしてより良質なもの

として提供されるためには、ミリ波を含む幅広い周波数を活用した健全な競争の実現が重

要です。 

 このような状況を踏まえれば、鶏と卵の状況を打破するために、ミリ波対応端末の普及の

後押しが重要であると考えられます。また、ミリ波対応端末のユーザーのＡＲＰＵが高いこ

とを踏まえると、従来の割引上限規制の算出方法に鑑みても、その見直しを検討することは

一定の妥当性があるとも考えられます。以上を踏まえて、ミリ波対応端末についてキャリア

販売代理店へヒアリングを行うこととします。ヒアリング項目は①から④を考えていると

ころでございます。 

 ４８ページ目を御覧ください。続きまして、競争を一層促進させるための実効性の高い対

策についてでございます。指定対象事業者の見直しについてです。 

 ４９ページ目を御覧ください。事業法第２７条の３の規律対象となる事業者については、

利用者数のシェアが相対的に小さい事業者は競争環境に及ぼす影響が少ないため、利用者

数のシェアが総務省令に定める割合を超えない事業者は除くこととしているところでござ



 -8- 

います。なお、これを総務省令で定めることとしたのは、競争環境に一定の影響を及ぼし得

るか否かの判断は市場の状況、経緯等を踏まえて柔軟に決定することが適当と考えられた

からです。 

 ５０ページ目を御覧ください。基準のこれまでの考え方でございます。制定当初は省令に

おいてＭＶＮＯに関する基準、シェア０.７％のみを定めていました。このため、ＭＮＯは

シェアに関係なく全事業者が規律の対象となっていたところでございます。理由としまし

ては、省令制定時、ＭＮＯは周波数の割当てを受けて自らネットワークを運用する事業者で

あり、競争への影響が少ないとは考えられないとされたことがございます。 

 基準については、令和５年に省令改正を行っておりまして、ＭＶＮＯに関する基準は０.

７％から４％に変更しております。理由としましては、ＭＶＮＯのＭＮＯに対する相対的な

競争力は低下しており、通信市場における現時点での競争状況においては、ＭＶＮＯの競争

への影響は少ないと考えられたからでございます。なお、ＭＮＯについては議論を行ってお

らず、基準は変更していないため、変わらず全事業者が対象となっております。 

 ５１ページ目を御覧ください。令和５年省令改正によりＭＶＮＯの基準が０.７％から

４％に変更されたため、対象事業者からＩＩＪ、オプテージが除かれたこととなりました。 

 ５２ページ目を御覧ください。移動電気通信役務の事業者シェアでございます。移動電気

通信役務とは法人相対契約等を除いたものでございまして、コンシューマー向けの携帯電

話サービス等をイメージしていただければと思います。移動電気通信役務のシェアについ

ては、ＭＮＯ３社の合計は９割を超えているところでございます。また、ＭＮＯ３社の合計

シェアは２０２２年度に拡大しているところです。楽天モバイルとＭＶＮＯのシェアは約

４％であり、楽天モバイルのシェアは２０２２年度に縮小しております。 

 ５３ページ目は御参考でございます。 

 ５４ページ目を御覧ください。ＳＩＭロック端末の状況でございます。従来、販売端末に

対し自社の周波数を用いたネットワーク以外を利用できなくする、ＳＩＭロックが一般的

でありましたが、現在は完全廃止されているところでございます。 

 ５５ページ目から５７ページ目は楽天モバイルが発表した資料を、参考で載せておりま

す。 

 ５８ページ目を御覧ください。通信料金の消費者物価指数について、直近では上昇傾向で

あり、１年間で約１１％上昇しているところでございます。 

 ５９ページ目を御覧ください。乗換え手数料等でございますが、他事業者への乗換え費用
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について、ドコモ・ＫＤＤＩ・ソフトバンクは店頭手続の費用を３,０００円から３,５００

円に上昇させておりますが、楽天モバイルは０円を維持しているところです。 

 ６０ページ目を御覧ください。指定対象事業者の見直しに関する今後の検討の方向性で

す。基準制定時、ＭＮＯは販売端末に対し自社の周波数を用いたネットワーク以外を利用で

きないようにするＳＩＭロックをかけており、周波数の割当てを受けて自らネットワーク

を運用することが、端末販売を誘因とする役務の競争に与える影響が大きかったところで

ございます。他方、ＳＩＭロックが原則廃止されたことにより、周波数の割当てを受けて自

らネットワークを運用することが競争に与える影響は低下しているとも考えられます。 

 このような状況を踏まえれば、指定対象事業者の範囲について、ＭＮＯについても周波数

の割当てを受けていることのみをもって判断するのではなく、利用者数のシェアが相対的

に小さいものについては寡占市場の形成を抑制し、適正な競争環境を確保するために適用

除外とすることを検討することは、一定の妥当性があるとも考えられます。このため、指定

対象事業者の範囲の見直しについて、キャリア、ＭＶＮＯへヒアリングを行うこととします。

ヒアリング項目案は①から③を考えているところでございます。 

 ６１ページ目を御覧ください。最後になりますが、その他でございます。 

 ６２ページ目を御覧ください。対象役務、通信モジュールについてでございます。事業法

第２７条の３では、適正な競争関係を確保する必要があるサービスを規制対象として告示

で指定しており、携帯電話サービス等と競争環境が異なり、潜脱的な行為のおそれがないサ

ービスは規制対象から除外することとしており、通信モジュール向けの通信サービスは規

制対象から除外されているところでございます。 

 その点、一般的に通信モジュール向けの通信サービスとは主たる機能、使用する場所・場

面等が相当程度特定されているもの等であると考えられるところ、現行の告示では通信モ

ジュール向けの通信サービスを機能が限定的なものとしているため、使用する場所・場面等

が相当程度特定されていたとしても、機能が限定的でないものは規律の対象と解釈される

おそれがあります。 

 ６３ページ目を御覧ください。現行の役務指定告示では、通信モジュール向けの通信サー

ビスの定義を機能が限定的なものにしているところでございますが、これらのうち使用す

る場所・場面等が相当程度特定されている場合、携帯電話サービス等と競争環境が異なり、

潜脱的な行為のおそれがないサービスとも考えられるところでございます。このため、通信

モジュールの指定対象役務に関して、キャリア、ＭＶＮＯへヒアリングを行うことを考えて
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ございます。ヒアリング項目は①のとおりでございます。 

 ６４ページ目は参考でありますので、御参照ください。 

 事務局からの説明は以上となります。 

【新美主査】  説明、どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの事務局からいただいた説明について御質問、御意見ございますでし

ょうから、発言希望の方はチャットでお知らせください。どうぞよろしくお願いします。 

 いかがでしょうか。相田さん、どうぞ御発言をお願いします。 

【相田主査代理】  相田でございます。ミリ波対応端末の件に関してコメントさせていた

だきたいんですけれども、先に４７ページ、ヒアリング項目案のところですけれども、割り

当てられている周波数の半分以上がミリ波だということですと、これからミリ波のあれを

進めなきゃいけないということは、本当にそうだと思います。それで、ミリ波のメリットを

キャリアさんがどう思っているのかということをもうちょっと、これは①、②の中に入るか

もしれませんけれども、具体的にミリ波だとどれくらい早い通信が可能なのか、それから先

ほど事務局の中でおっしゃっていたんですけれども、逆に早い通信をすると実は電池の減

りも早いんじゃないかというような気もするので、ミリ波で通信している際にバッテリー

の持ちがどうなるかというようなことについてどういうふうに把握され、それをどういう

ふうに利用者に周知されているかということについてもお伺いしたいと思いました。 

 それから、端末値引き上限の話に関して気になったのは、ミリ波対応端末のＡＲＰＵが高

いというのは、主に結局は端末の値段が高いというところから来ているんじゃないかとい

うような印象を持ちました。４２ページ、４３ページを見ても、ミリ波対応端末の値段が高

い、高い端末を使っている人は一般的にＡＲＰＵが高いという傾向がここに出ているんじ

ゃないかというようなことで、これは事務局への、可能ならばということですけれども、端

末の値段の話とミリ波対応端末というのとを分離した形で、このＡＲＰＵ平均値というよ

うなものをはじいていただかないと、ミリ波であるから高いということに本当になってい

るのかということで、ちょっと疑問があると思いました。私からは以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。２点、質問がありましたけれども、ミリ波のメリ

ットの内容をどういう形で、メリット、デメリットですね、どういう形で周知しているかと

いうことですが、これは事務局で分かればお話いただいて、なければ事業者に振っていただ

いていいと思いますので、まず事務局からよろしくお願いします。 

【古田料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。ミリ波を使うことによって通信
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速度自体は、そこが使えるエリアに関しては早くなるということだと思いますけれども、メ

リット、デメリットをキャリアがどのように考えていて、その周知を実際にどういった形で

現在行っているかについては、このヒアリングの際にお伺いできればと考えているところ

でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。あと、端末割引の計算方法についても御指摘あり

ましたが、この点について事務局はどのようにお考えでしょうか。 

【古田料金サービス課課長補佐】  ありがとうございます。こちら、ＡＲＰＵが１.３２

倍というところでございますけれども、こちらは端末価格、あくまでもこのＡＲＰＵという

のは通信料金にかかったＡＲＰＵでございますので、端末に支払った料金というものは反

映されていないようにしておりますので、純粋に、端末とは関係なく、通信料金で１.３２

倍高く支払っているといったような状況でございます。 

【相田主査代理】  というか、必ずしもミリ波対応ではなくても、一般的に高い端末を買

う方は月々の利用料金も高いという、そういう相関関係が出ているのではないかという意

味です。 

【古田料金サービス課課長補佐】  ありがとうございます。その点に関しては、データを

持ち合わせておらず、分析ができていないため分からないところではございます。ただ、い

ずれにしましても、繰り返しになりますが、ミリ波対応端末のユーザーに関しては高い通信

料金を支払っているといったような状況であります。 

【相田主査代理】  もしかすると、今のお話を延長していくと、４５ページのカーブ、８

万で頭打ちになっているのをもっと右肩上りを続けろと、高い端末を使っている人はＡＲ

ＰＵも高いからそれを続けろというような、何かそういう議論にも聞こえなくもなかった

ので、そういう意味で端末価格の高い人と低い人でＡＲＰＵがどれくらい違うのか、ミリ波

である人でどう違うのかというのは分離というんでしょうか、複合要因分析みたいなもの

でちゃんと明確化していただく必要が、もしかしたらあるのかと思った次第です。以上です。 

【新美主査】  非常に重要な点の御指摘だと思います。もう少しクリアカットにして議論

したほうがいいだろうということですけれども、この辺、事務局は分かる範囲で少し、その

辺りの情報を集めていただけたらと思います。よろしくお願いします。 

 ほかに御発言を御希望の方はいらっしゃいませんでしょうか。 

 西村暢史先生、どうぞよろしくお願いします。 

【西村（暢）構成員】  中央大学の西村でございます。御説明、ありがとうございました。
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私からは資料の確認ということで、まずネットワーク利用制限についてさせていただいて、

その後、コメントということで指定対象事業者についてさせていただければと思います。 

 まず、確認でございますが、ネットワーク利用制限のヒアリング項目案というのが２６枚

目にあろうかと思います。それを先ほど投影していただきました１８枚目のネットワーク

利用制限の対象端末の４類型、この類型ごとに対応した形で回答を求めるということでよ

ろしいのでしょうかというのが、確認でございます。少し併せてコメントもさせていただけ

ればと存じます。 

 ネットワーク利用制限、裁判例というのが２１枚目、２２枚目に引用されておられます。

利用制限措置というものが所有権侵害を構成しない。その一方で２２枚目には、割賦販売購

入で各社の契約約款での端末所有権の取扱いがあえて分割支払中でも、商品の現実の引渡

しで契約者に所有権を移転させているというふうに記載されております。一方で、所有権を

有する以上は処分も可能であるということ。他方で利用制限措置が、裁判の話ですと、民法

上は契約者に移転した所有権を侵害しないという主張も可能かもしれません。 

 御説明にもありましたとおり、２６枚目、上の四角の中の最初の３行の趣旨が、電気通信

事業法上は民法上の裁判例とは異なって利用制限措置への制約の趣旨というふうな説明か

と思ったんです。そうしますと、民法上の所有権の議論とは別途という場合、電気通信事業

法は民法の例外というんでしょうか、あるいは枠外というんでしょうか、それをどういうふ

うに説明するのかというのが、きちんとしておいたほうがいいのかなというのがコメント

でございます。 

 次に、長くなって恐縮ですけれども、指定対象事業者に関するコメントでございますが、

御説明にもありましたとおり、５０枚目でしょうか、事業者間の適正な競争関係に及ぼす影

響の多少という形で、契約者数のみで規制の対象となるかどうかというのを見ているかと

思います。そうなりますと、小売市場での競争というのに焦点を当てている場合、果たして

契約者数シェアのみで競争を評価し得るのかどうかという議論が、もしかすると生じるか

もしれません。特に、例えば禁止行為規定では営業収益シェア基準、そしてその運用として

の基本的考え方というのが公表されているわけでございますが、その中で結構総合的な評

価というのを行っておりますので、そことの関係性も電気通信事業法上の規制体系として

明確化、あるいは説明が求められてくるのかと思った次第でございます。 

 確認、１点だけ、それだけでございますので、よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、事務局からお答え、どうぞよろしくお
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願いします。 

【古田料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。ネットワーク利用制限のヒアリ

ング項目でございますけれども、内容ですとか件数の推移とか必要性というものは、４分類

ごとに、もしかしたらキャリアによっては認識が変わるのかもしれないので、４分類ごとに

それぞれ理由が異なるのであるならば、それぞれ各社からコメントをもらうことを考えて

いるところでございます。 

【新美主査】  西村さん、今のお答えでよろしいでしょうか。 

【西村（暢）構成員】  十分に分かりましたので、大丈夫です。 

【新美主査】  それから、今の２番目の所有権侵害になるのかどうか、利用制限の、所有

権侵害になるかどうかということですが、この高裁判決はどうもそういう方の焦点がぼけ

ていたことに対する判断だと思います。所有権そのものは全く侵害されているわけであり

ませんで、この事案の一番のポイントは前者との契約関係の問題を新たな購入者に対して

持ち出すことができるかどうかという、契約の相対効の問題で争えばもう少し議論になっ

てきて、他人の取引上の問題を新たな契約事業申込みに対して持ち出すということは、不当

な利用制限になるんじゃないかということで、むしろ通信サービスの問題として議論した

らいい問題だったと思います。その意味で、総務省の出す案というのはその筋で、その線に

沿っていくとあり得るという御議論かと思っておりました。それは西村さんの御指摘もあ

りますので、さらに詰めておく必要があるだろうと思います。 

 それでは、続きまして北さん、御発言よろしくお願いします。 

【北構成員】  野村総研の北でございます。３点、コメントがございます。 

 まず、端末の下取りの件ですが、ヒアリングの中で、郵送での端末下取りの査定について、

そもそも郵送による下取りというのは年にどのくらいあって、その中で利用者の想定と査

定結果に齟齬が生じるというような件数がどのくらいあるのか、あるいはキャンセルした

いんだけど、とお客様がお申し出られた件数があれば、ぜひ併せて御提示いただければと思

います。 

 また、端末の下取り絡みで追加要望ですが、端末の購入サポートプログラムについて、１

年後、あるいは２年後の想定下取り価格がプログラムの残価設定部分のベースになるわけ

ですが、この想定下取り価格がキャリアによってかなりばらつきがあります。当然、下取り

価格を高くすれば残価を高く設定できて、端末をより安く売ることができます。この点につ

いて、何か一定の基準を設けるべきか否か、設けるとしたら具体的にどういう手法がよいか、
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各キャリアさんから御意見を伺いたいと思っています。 

 次に、端末の不良在庫特例についてでございます。ちょっと長くなりますが、非常に根深

い問題でありまして、日本の携帯業界は１９９０年代の後半から、キャリアが主に日本のＯ

ＥＭメーカーさんに、最新鋭のキャリアオリジナル端末を半年ごとに開発してもらうかわ

りに全数を買い取るという商習慣が始まりました。２０００年代後半になると、某メーカー

との力関係でキャリアが競わせられて、必要以上に買わされるということが続いてきまし

た。つまり、需要を超えて過剰に仕入れました。そのために売れ残った不良在庫端末は安売

りすることで一掃することができましたし、型落ち端末の安売りがむしろ目玉商品として

他社ユーザーを獲得する上で重要な役割を果たしてきました。 

 また、キャリアさんが仕入れ過ぎた端末を代理店に対して販売ノルマとして押しつけた

ということも、代理店評価指標における過度な販売目標につながってきました。ほかの業界

では、一般的に商品の仕入れというのは経営上、極めて重要な業務で、精緻な予測に基づい

た仕入れを行っています。買い過ぎたとか不良在庫化した、イコールこれは調達ミスという

ことであって、調達担当者の評価が下がるわけです。ちょっと長くなりましたが、端末の不

良在庫特例の見直しに当たっては、キャリアさん及び代理店さんにおける仕入れの適正化

が前提にあるべきだと思っています。あえて多めに調達して、不良在庫化したので安売りす

るということができてしまいます。適正化なしに、不良在庫になったから安売りさせろとい

うわけにはいかないと思っております。この件について、ぜひキャリアさんからコメントを

いただければと思います。 

 最後に、ミリ波の件ですが、相田先生がおっしゃったように、高い端末はＡＲＰＵが高い

かもしれない。あるいは端末の平均利用期間も短いかもしれない。この辺はキャリアさんが

データをお持ちだと思いますので、ぜひ、そういうデータを出していただければ、適切な議

論ができると思います。以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。いずれも、４点に渡ったかと思いますが、重要な

御指摘なので、各キャリアさんに質問するのは最後の３つといいますか、４つのうち３つで

すが、その前にキャンセル数についてデータを集めてくれという要望ですが、これについて

事務局はいかがお考えか、お答えいただければと思います。 

【古田料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。こちらも、キャリアがこのキャ

ンセルの数を持ち合わせているかというところによるところでございますし、そもそもキ

ャンセルできない運用となっているので、キャリアによっても明確なキャンセルというも
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のはなくて、恐らく、苦情の件数を数えるというようになるのだと思います。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは残り３点ですが、各キャリアさんにそれ

ぞれ伺いたいと思いますが、まずは残価を高く設定できるようにすると端末が安上がりに

なるんじゃないかということで、残価の扱いについて各キャリアさんがどういうふうに考

えているのかということを聞きたいということでしたので、これは今日、キャリアさん、み

んないらっしゃると思うので、用意していない可能性もありますけれども、可能な限りでお

答えいただけたらと思います。 

【北構成員】  北ですが、今聞くという話ですか。 

【新美主査】  じゃあ、それをアンケートなり何なりで聞くということで、今度のキャリ

アさんの。 

【北構成員】  そうです。 

【新美主査】  ヒアリング項目としてですね。 

【北構成員】  はい。 

【新美主査】  この３つについてもヒアリング項目の中に入れてくださいということで

すね、分かりました。了解しました。早とちりしました。じゃあ、そのように事務局、質問

事項で加えるようにしていただきたいと思います。 

 それでは、続きまして関口さん、どうぞ御発言お願いします。 

【関口構成員】  関口でございます。ネットワーク利用制限に関しまして、まだ赤ロムの

下取り価格については実態が明らかにされていないと思いますので、ＲＭＪさんに対する

お願いだと思うんですが、どの程度赤ロムが価格に反映されているかの実態を御報告いた

だきたいと思っています。前回、口頭で御質問申し上げて、御回答いただいたんですけれど

も、御回答からはまちまちという状況が見てとれて、赤ロムを価格に反映している事業者さ

んとあまりされていない事業者さんとの混在状態だと理解したんですが、この実態をもう

少し明らかにしていただくほうがよろしいかと思っているんです。 

 ネットワーク利用制限は、事務局資料の２４ページのあたりにもありますように、ＳＩＭ

ロックが効いていた時代には効果のある施策だったというのは明らかですけれども、ＳＩ

Ｍロック解除がこのように当たり前になってきたタイミングでいうと、他事業者のネット

ワークは普通に使えるということで、ＳＩＭロックが当たり前だった時代とは大分効果が

変わってきたということは十分理解できていますが、赤ロムというのはそれなりに市場が

健全に機能していれば、価格に反映されていることによって中古端末を購入したユーザー
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は赤ロムであるということを認識できているはずなんです。 

 市場のシグナルが効いていない、つまり価格に反映されていない状況がより問題を複雑

にしているような気もしておりまして、価格に赤ロムが適切に反映されている状況という

のがまずは実現されるべきことだと思っていて、ネットワーク利用制限をどのように扱う

かということは、その上で議論すれば良いと思っています。ぜひ、この価格に反映されてい

るか否かの現状について、データをお出しいただければ幸いでございます。お願いいたしま

す。 

【新美主査】  ありがとうございます。御要望ということで、その辺を見てみたいと思い

ます。 

 佐藤さん、どうぞ御発言をお願いします。 

【佐藤構成員】  佐藤です。よろしいですか。 

【新美主査】  はい、お願いします。 

【佐藤構成員】  すみません。４８ページから６０ページで示された、電気通信事業法の

２７条の３に関する考え方になります。５０ページにＭＶＮＯに関しての議論が示されて

いますが、考え方は、私としてはＭＶＮＯに対して規制解除というか規律の適用除外を考え

たときと一緒だと思っています。すなわち、シェアが小さい、利益率が低くて原資が大きく

ない、そうであれば、端末を大幅に値引きすることは極めて難しい。あるいは通信料金を下

げるにしても、長期的にコストを下回るような、略奪的な料金設定はできない。そういうこ

となので、今回の規律の適用除外として、料金設定に関して自由度を高めるということは、

理解できるということです。４８ページを見ると、（２）で競争を一層促進するための実効

性の高い対策としてこういう提案があったと思いますので、競争政策として、私はこの提案

に関しては理解できるということです。 

 あとは、例えばしきい値について、パーセントでつくるとしたらどうするか、例えば８％

がいいのか１０％がいいのか、そういうことの議論とか、あるいはＭＶＮＯとＭＮＯで同じ

数字を設定することが良いのかどうかについては、議論の余地があると思っています。ただ

し、今回のこの議論は、ＭＮＯに対して規律の適用除外の議論になりますけれども、楽天を

対象とする規律の適用除外ではなくて、あり得ないですけれども、ドコモでもＫＤＤＩでも、

将来シェアが下がれば同じように適用除外となって、よりチャレンジャーとして自由度の

高い料金設定を実施していくということが可能になるようといことなので、特定の企業に

対する適用除外ではないと思っています。 



 -17- 

 また、こういった適用除外のルールをつくるのであれば、ここで対象となる事業者の行動

について、今でいえばＭＶＮＯもそうですけれども、２７条の３の趣旨に適用した行動をと

っているかどうか、端末の大幅割引をしていないかどうかは注視していく必要があると考

えます。もちろん、ＭＮＯについても、大幅な割引をする等で２７条の３の趣旨に合わない

行為がなされているかどうか、今後共、きちんと総務省として見ていく必要があると思って

います。 

 あと追加のコメントですが、北構成員の話を聞いて、私も端末の流通について何か課題が

あるのではないかと思うので、ヒアリング等でその辺、理解を深められたらいいと思います。

以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。非常に、２７条の３の関係で注意すべき点、御指

摘いただきました。これについては事務局でさらに整理して、皆様の議論の材料を作成して

いただきたいと思います。 

 ほかに発言御希望の方、いらっしゃいましたらどうぞ、御発言いただきたいと思います。

いかがでしょうか。特にございませんか。 

 私、先ほどの関口さんの御発言について関連して申し上げますと、赤ロムについて価格に

反映できるんじゃないか、その辺を調べたらどうかということですが、実態論としては全く

そのとおりですが、民放の取引法でいきますと、あるものの契約関係を他者に主張するため

には公の公的な公示システムがなければいけない。例えば自動車であれば登録、不動産であ

れば登記というものがあって初めて、前者との契約関係を新規の所有者に対抗できるとい

うシステムがありますので、そのようなシステムが携帯端末に構築できるかどうかという

のが、制度論としては大きな問題になるかと思いますので、その辺も併せて今後、議論の材

料にしていけたらと思います。 

 それでは長田さん、どうぞ御発言をお願いします。 

【長田構成員】  ありがとうございます。ヒアリングは先生方のいろいろな御意見も加え

ていただいた形で実施していただくことには賛成をいたします。ネットワーク制限のとこ

ろは、今、新美先生がおっしゃったようなそういう仕組みができて、万が一ですけれども何

か改善ができるのかも分かりませんけれども、中古端末を購入した方がそのとき突然使え

なくなるという状況は非常に、幾らリスクがあることが分かっていたとしても、前の利用者

の瑕疵のためにそれが使えなくなるというのは大きな問題があると思いますし、またネッ

トワーク制限をかけたところで中古端末のそういう事例においては、元の所有者には何の
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影響もないということになってしまいますので、そこはぜひきちんと考え方を整理して、ま

た新たな対応でもし分割払いのものが決済できないんだとしたら、それはそれで別の対応

をしていただければいいのかなと思っています。 

 あと、ミリ波のところですけれども、現在、全国どこでもミリ波が使えますという状況で

はないと思っていますので、その辺も含めて、今有効利用評価などの対象にもなっているの

だと思いますので、どの程度きちんと全国で使えているのかということを数字も示してい

ただいた上で、この端末の補助を高くするとかというところもきちんと議論していただけ

るといいんじゃないかと思っています。以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。今後の議論の方向を御指摘いただいたということ

で、受け止めさせていただきます。 

 では、続きまして大谷さん、どうぞ御発言お願いします。 

【大谷構成員】  ありがとうございます。今の長田構成員の前半の御意見には非常に共感

しているところでございます。 

 それから、ネットワーク利用制限そのものについての問題点については、事務局で整理し

ていただいたとおりですけれども、ネットワーク利用制限そのものを禁止するというのも

一つのアプローチではありますが、ネットワーク利用制限の対象となっているかどうかと

いう正確な情報が得られずに、後日分かってしまったときに、次の利用者が迷惑を被るとい

う状況になっているんですが、そもそも、ネットワーク利用制限の対象であるかどうか曖昧

な状態のものを販売するということができる状態というのは何とか見直せないものでしょ

うか。今、ネットワーク利用制限対象かどうかということについて丸・三角・バツで表示さ

れており、次の利用者が困るケースは、三角表示の場合がメインとのことですが、丸のケー

スでも後日判明したために不正利用などが分かって使えなくなるというケースもあるとい

うことですので、大丈夫な端末だけを販売するということがどうしてできないのかといっ

た理由についても確認ができればと思っております。 

 今回、ＭＮＯさんに御意見を聞くところでは十分じゃないところがあると思いますので、

ＲＭＪさんにも改めてその辺り、詳しい補足説明をいただく機会をいただければと思って

おります。以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。ネットワーク利用制限についての今後の仕組みに

ついて、少し考えたいということだと思います。 

 ほかに御発言を御希望の方、いらっしゃいませんでしょうか。よろしいでしょうか。 
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 それでは、時間もほぼ予定していた時間に近くなりますので、この辺りで意見交換を終了

したいと存じます。本日いただいた御意見を踏まえまして、次回以降、関係者ヒアリングを

実施してまいりたいと思います。 

 本日の議事は以上にさせていただきます。 

 それでは、最後に事務局から連絡事項等がございましたら、お伝えいただきたいと思いま

す。どうぞよろしくお願いします。 

【事務局】  事務局でございます。本日はありがとうございました。次回の会合の詳細に

つきましては、別途、事務局から御連絡を差し上げるとともに、総務省ホームページに開催

案内を掲載いたします。事務局からは以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。 

 それでは、本日はこれにて閉会ということにさせていただきたいと思います。どうもあり

がとうございました。失礼をいたします。 

 

 

以上 

 


